
１．学習者用デジタル教科書の要件:

① 紙の教科書の発行者が、紙の教科書の内容を全て記録。

（ただし、デジタル化に伴い必要となる変更は可能。）

２．学習者用デジタル教科書を使用する際の基準は告示において定める。

３．教育課程の全部においても紙の教科書に代えて学習者用デジタル教科書を使用できる事由：

視覚障害や発達障害等の障害、日本語に通じないこと、これらに準ずるもの。

２．学校教育法施行規則の一部を改正する省令（平成30年文部科学省令第35号）
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１．教育の充実を図るため、紙の教科書に代えて学習者用デジタル教科書を使用する際の基準：

① 紙の教科書と学習者用デジタル教科書を適切に組み合わせ、紙の教科書に代えて学習
者用デジタル教科書を使用する授業は、各教科等の授業時数の２分の１に満たないこと。

② 児童生徒がそれぞれ紙の教科書を使用できるようにしておくこと。

③ 児童生徒がそれぞれのコンピュータにおいて学習者用デジタル教科書を使用すること。

④ 採光・照明等に関し児童生徒の健康保護の観点から適切な配慮がなされていること。

⑤ コンピュータ等の故障により学習に支障が生じないよう適切な配慮がなされていること。

⑥ 学習者用デジタル教科書を使用した指導方法の効果を把握し、その改善に努めること。

２．児童生徒の学習上の困難を低減させるため紙の教科書に代えて学習者用デジタル教科書を使
用する際の基準 （１．の基準に加え）：

① 障害等の事由に応じた適切な配慮がなされていること。

② 紙の教科書に代えて学習者用デジタル教科書を使用する授業が、各教科等の授業時数の
２分の１以上となる場合には、児童生徒の学習及び健康の状況の把握に特に意を用いること。

３．学校教育法第34条第２項に規定する教材の使用について定める件
（平成30年文部科学省告示第237号）

１．学校教育法等の一部を改正する法律（平成30年法律第39号）

○ 紙の教科書の内容を文部科学大臣の定めるところにより記録した電磁的記録である教材
（学習者用デジタル教科書）がある場合には、文部科学大臣の定めるところにより、児童生
徒の教育の充実を図るため必要があると認められる教育課程の一部において、紙の教科書
に代えて学習者用デジタル教科書を使用できる。

○ 視覚障害、発達障害その他の文部科学大臣の定める事由により紙の教科書を使用して学
習することが困難な児童生徒の学習上の困難を低減させる必要がある場合には、文部科学
大臣の定めるところにより、教育課程の全部においても、紙の教科書に代えて学習者用デ
ジタル教科書を使用できる。

※学習者用デジタル教科書の導入は段階的に進めるため、まずは、紙の教科書を主として用いる


